









11 月 29 日付け企業会計基準委員会「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第 4 号）
において，役員賞与は，発生した会計期間の費用として処理することとされた。
　これらを機縁として（3），平成 18 年度税制改正が行われ，定期同額給与，事前確定届出


















成 18 年度　税制改正の解説』193 頁，323 頁〔ファイナンス別冊〕（大蔵財務協会 2006）参照。https://warp.
da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/ 10404234 /www.mof.go.jp/tax_policy/tax_reform/outline/fy 2006 /f 1808 betu.pdf
（2020 年 5 月 16 日最終閲覧）
（4） 谷口勢津夫『税法基本講義〔第 6 版〕』443～444 頁（弘文堂 2018）参照。
〔論　説〕
―37―




















（5） 佐藤修二「人的資本の拠出者に対する課税」金子宏監修『現代租税法講座第 3 巻』75 頁（日本評論社
2017）参照。三上二郎＝坂本英之「役員報酬，ストック・オプション」商事 1776 号 30～31 頁も参照。
（6）『平成 18 年度　税制改正の解説』・前掲注（3）323 頁以下〔佐々木浩ほか〕参照。また，例えば，東京地裁
平成 29 年 3 月 10 日判決（税資 267 号順号 12994）は次のとおり判示する。
 　「役員給与について，法人税法 34 条 1 項に，損金の額への算入に関する別段の定めが設けられたのは，役
員給与は，同法 22 条 3 項 2 号に規定する費用の一種ではあるものの，法人と役員との関係に鑑みると，役
員給与の額を無制限に損金の額に算入することとすれば，その支給額をほしいままに決定し，法人の所得の
金額を殊更に少なくすることにより，法人税の課税を回避するなどの弊害が生ずるおそれがあり，課税の公




見解がある。弥永真生「業績連動給与一改正の影響及び今後の課題―」税研 195 号 62 頁以下参照。
 　他方，経営の透明性の確保は，法人税法ではなく，金融商品取引法等の開示規制によるべきであって，法
人税法の要請が開示内容に影響する逆基準性は，本末転倒であるという批判もある。鈴木一水「役員給与等





理論を踏まえた検討―」民商 154 巻 3 号 467～469 頁及び 483 頁の脚注 110 参照。
―38―









質基準と呼ばれる過大役員報酬の損金不算入に関する規定（平成 18 年度改正前法人税 34
①）との関係では，役員賞与の損金不算入規定（平成 18 年度改正前法人税 35）の潜脱を
防止する趣旨が強調されるきらいがあった。このため，一定の要件下で役員賞与の損金算
入が認められるようになった平成 18 年度改正以後においては，過大役員給与の損金不算









　一般に，役員給与は職務執行の対価としての性質を有する。よって，法人税法 22 条 3
項 2 号の費用に該当し，損金の額に算入されるべきである。かかる原則論は，一般に，役
（9） 比嘉酒造事件（東京地裁平成 28 年 4 月 22 日判決・税資 266 号順号 12849）における納税者の主張，渡辺充「判
批」速報税理 2016 年 8 月 21 日号 38～41 頁，山口敬三郎「判批」税理 61 巻 8 号 136 頁参照。このほか，大







その今日的課題―『倍半基準』による類似法人選定と過大認定の不当性を中心として―」税理 59 巻 11 号 2
頁以下，「過大な役員給与（報酬）の認定基準とその今日的問題」MonthlyReport92 号 4 頁も同旨。なお，長
島弘「判批」税務事例 49 巻 5 号 40～42 頁，阿部泰隆「法人税法 34 条 2 項の定める，役員給与・退職金の
うち，損金に算入しない『不相当に高額な部分の金額』の意義（上）―特に同法施行令 70 条の委任範囲の
逸脱及び課税要件明確主義違反について―」税務事例 49 巻 11 号 7 頁以下も参照。
（10）参考となる見解として，渡辺徹也『スタンダード法人税法〔第 2 版〕』144～145 頁（弘文堂 2019），小塚真
啓「役員退職給与一改正の影響及び今後の課題―」税研 195 号 69 頁以下，成宮哲也「役員給与規定の再検討」




































（11）東京高裁平成 22 年 5 月 27 日判決（判時 2115 号 35 頁）。
（12）法人税法 22 条 3 項 3 号の損失として取り扱われる可能性は残る。
―40―
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役員賞与の規定はなかったが，同年 10 月 2 日付けの主税局長通達では，役員賞与について，
要旨次のとおり定めていた（13）。




外ナラサルヲ以テ前顕本条〔筆者注：所得税法 4 条 1 項 1 号〕ニ所謂総損金ノ中ニ包含ス
可キモノニアラス〔下線筆者〕」と判示する。行政裁判所明治 33 年 11 月 14 日判決（行録
41 輯 8 頁）も同旨の判示を行っている。




















































ものをいう（昭和 34 年法人税規則 10 の 3 ④）。この点に関して，立案担当者は要旨次の
とおり解説している。











（16）藤掛一雄「法人税法改正解説」税理 2 巻 5 号 23 頁以下参照。
―42―








































可能である。大阪地裁昭和 33 年 7 月 12 日判決（行集 9 巻 7 号 1381 頁）参照。
（19）参考として，商法の裁判例であるが，利益連動報酬もあらかじめ基準が確定していればお手盛りとはならな









































（21）佐藤春次「法人税関係法令改正詳解」税弘 7 巻 5 号 695 頁以下参照。
（22）市丸吉左エ門「改正法人税法解説」国税速報 1182 号 56 頁参照。
―44―
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（23）国税庁『昭和 40 年　改正税法のすべて』133 頁（国税庁 1965）〔武田昌輔＝久保田一信〕。
（24）用語法の参考として，原一郎「法人税法の全文改正について」税通 20 巻 7 号 155 頁では，上記説明のうち「利
益の配分」という部分を「利益の分配」と記述している。











和 44 年 1 月 27 日に平林剛議員から提出された「法人税法における役員賞与の損金不算入













　その後の平成 8 年 11 月付け政府税制調査会「法人課税小委員会報告」（第 2 章・7）も，
次のとおり，役員賞与の損金不算入規定の趣旨として，利益処分としての性格を挙げている。
　「法人税法第 35 条第 1 項において役員賞与の損金不算入の原則が明らかにされているが，これは，役員の賞
与が，法人利益の分配であり法人利益を稼得するための経費とは考えられないからである。すなわち，法人の
役員は会社の機関としてその業務を執行するものであり，通常の使用人とその業務内容を異にすることは商法
























労報償」としての性格を強調する裁判例として，例えば，東京地裁昭和 50 年 8 月 6 日判




































































39 号〕，長浜洋一『株式会社法〔第 3 版〕』214 頁（有斐閣 1995）参照。
―48―





（法人税 34 ②，法人税令 70 一イ）で規律されているような職務執行の対価との関係で不
相当に高額な役員報酬に対しては，大正 12 年に創設された同族会社等の行為計算否認規










































































































































（33）例えば，名古屋地裁平成 6 年 6 月 15 日判決（訟月 41 巻 9 号 2460 頁），熊本地裁平成 15 年 9 月 26 日判決（税
資 253 号順号 9448），東京地裁平成 21 年 2 月 27 日判決（税資 259 号順号 11150），東京地裁平成 22 年 6 月 8
日判決（税資 260 号順号 11449），東京地裁平成 22 年 9 月 10 日判決（訟月 58 巻 6 号 2425 頁）など参照。な
お，「隠れた利益処分」に関する最近の議論状況について，村井正「『隠れた利益処分』再論」関西大学法学
論集 66 巻 5=6 号 1255 頁以下参照。
（34）山口・前掲注（13）213 頁参照。
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改正前の法人税法 34 条 1 項について，役員賞与の損金不算入規定の潜脱防止の規定であ
ることを認めつつも，より広く，恣意性の排除や課税の公平を確保する規定であると捉え



























あり，また商法 280 条並びに有限会社法第 22 条及び第 25 条でこの規定を準用している。商法は定款又は株主
総会で定めることとすれば，当然その役員の職務の内容，収益の状況等に照らし，社会的に適正な額が定まる








































（41）落合誠一編『会社法コンメンタール 8　機関（2）』168 頁（商事法務 2009）〔田中亘〕，北沢正啓『会社法〔第
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Ⅴ　過大な役員退職給与の損金不算入
　法人税法上，役員退職給与は，役員賞与よりも報酬に寄せた取扱いがなされてきた。例




　この規定は，昭和 40 年の全文改正で法人税法 36 条として格上げされ，平成 18 年度改
正で役員報酬とともに過大役員給与の損金不算入規定の一部として同法 34 条 2 項（及び
法人税法施行令 70 条 2 号）に格納されている。嚆矢となった昭和 34 年度改正における立
案担当者は，次のように解説している（44）。






















































（46）東京地裁平成 25 年 3 月 22 日判決（税資 263 号順号 12178）。
（47）岐阜地裁平成 2 年 12 月 26 日判決（税資 181 号 1104 頁）。東京地裁昭和 46 年 6 月 29 日判決（行集 22 巻 6






（49）法人税法 34 条 3 項導入前の事例においても，上記のような場合の給与は，旧法人税法 35 条 4 項に定める「臨
時的な給与」（役員賞与）に当たり，損金の額に算入されないという解釈があり得た。同項の基礎となった
ものと推察されている名古屋地裁平成 4 年 2 月 28 日判決（税資 188 号 499 頁）参照。日本税務研究センター
編・前掲注（17）44 頁〔武田昌輔〕，味村治＝品川芳宣『役員報酬の法律と実務〔新訂第 2 版〕』283 頁（商
事法務研究会 2001）〔品川芳宣〕も参照。
―56―








　かような法人税法 34 条 3 項は，平成 8 年 11 月付け政府税制調査会「法人課税小委員会
報告」（第 2 章・7）における次の記述を契機として，平成 10 年度税制改正で同条 2 項に
挿入された。
　平成 10 年度改正の立案担当者は次のとおり解説している（51）。






















（51）『平成 10 年版　改正税法のすべて』303 頁（大蔵財務協会 1998）。
（52）「正当な手続を経ない，いわば隠れたる財産の処分としての性格を有する」と説明するものとして，武田・





































うになったからといって直ちに臨時的な給与でなくなったとはいえず，旧法人税法 35 条 4 項に定める「臨
時的な給与」に当たると結論付けたのである。
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給与税制の背後にある考え方ないし実質的根拠については，個別の関連規定の解釈論や立
法論にも影響を与える重要な論点であり，今後も議論を続けていく必要がある。
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